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加速化プランを支える安定的な財源の確保

（実質的な負担とならないよう取り組む中で少子化対策を実施する）

• 「こども未来戦略方針」（令和５年６月13日閣議決定）は、少子化が我が国の直面する最大の危機であり2030年ま

でがこれを食い止めるラストチャンスであるとの認識の下、３兆円半ばにも及ぶ「加速化プラン」を実現すること

によって、これまでにない抜本的な政策強化を図ることとした。これにより、我が国の一人当たり家族関係支出は

OECDトップ水準のスウェーデンに達する水準となり、画期的に前進する。

• 加速化プランの実施に当たり、こども家庭庁の下に、2025年度にこども・子育て支援特別会計（いわゆる「こども

金庫」）を創設し、既存の特別会計事業を統合しつつこども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進める。

• 加速化プランを支える財源については、歳出改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減の効果を生じさせ、

その範囲内で支援金制度を構築することにより、国民に実質的な負担が生じないこととした。2028年度までに、既

定予算の最大限の活用等、歳出改革による公費節減及び支援金制度の構築により、安定財源を確保する。戦略方針

は「若い世代の所得を増やす」ことを基本理念の第一に掲げ、賃上げなど経済成長への取組を先行させることとし

ている。
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• こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるため、新たな特別会計（いわゆる「こども金庫」）と

して、2025年度から、こども・子育て支援特別会計（仮称）を設置し、特定の財源を活用して実施する事業を一般

会計と区分して経理する。
※ 特別会計については、財政法第13条第２項において、特定の歳入を以て特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合等

に限り、法律を以て、設置するものとされている。

• これにより、こども・子育て政策に関して、予算の一覧性が高まるとともに、給付と拠出の関係が一層明確化。

• 特別会計における主な歳出・歳入、こども・子育て支援納付金を充当する事業（※）は以下のとおり。注１

こども・子育て支援特別会計の創設による見える化（１）

特別会計の骨格と歳出・歳入

育児休業給付資金

育児休業給付

育児休業給付率の引上げ（※）

育児時短就業給付（※）

【育児休業等給付勘定（仮称）】
（労働保険特別会計の雇用勘定（育児休業給付）を統合）

＜歳出＞ ※に支援金を充当

こども・子育て支援特別会計（仮称）
（主所管：内閣府（こども家庭庁）、厚生労働省共管）
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こども・子育て支援納付金
※こども・子育て
支援特例公債（仮称）

事業主拠出金

一般会計からの繰入
（消費税財源を含む）

＜歳入＞

積立金、こども・子育て支援資金（仮称）

【こども・子育て支援勘定（仮称）】
（年金特別会計の子ども・子育て支援勘定を統合）

こども・子育て支援勘定から
の繰入（支援納付金）

一般会計からの繰入
（消費税財源を含む）

労働保険特会からの繰入
（育児休業給付に充てる

雇用保険料）

＜歳入＞

教育・保育給付等

出産・子育て応援給付金（※）

こども誰でも通園制度（※）注２

児童手当（※）注３

育児休業等給付勘定への繰入れ（※）

国民年金保険料免除措置（※）
（年金特会への繰入）

＜歳出＞ ※に支援金を充当

注１：これまで社会保険料や子ども・子育て拠出金を充当してきた事業を踏まえつつ、「こども未来戦略方針」の「加速化プラン」に基づく制度化等により新設・拡充する制度
であって、対象者に一定の広がりのある制度に充てる。具体的には、まず、これまで比較的支援が手薄だった妊娠・出産期から０～２歳のこどもに係る支援から充当すること
とし、事業名及び支援納付金による各事業額に対する充当割合を法定する。

注２：現物給付であり、地域によって提供体制の整備状況が異なることから、類似する現行制度における財源構成も踏まえ公費により一部を負担することとし、具体的な財源構
成割合については予算編成過程の中で決定する。

注３：「加速化プラン」において全てのこどもの育ちを支える基礎的な経済支援としての位置づけを明確化するための拡充を図ることから、現行制度における財源構成も踏まえ
つつ、支援納付金を財源の一つとして位置づけることとし、具体的な財源構成割合については予算編成過程の中で決定する。



• 今般の少子化対策は、令和10年度までかけて積み上げていく財源確保を待つことなく、令和８年度までを「集中取

組期間」とする、いわば給付先行型の枠組みであり、「こども・子育て支援特例公債」（仮称）（こども金庫が発

行する特会債）の発行がそれを可能にする。

• 支援納付金の収納が満年度化するまでの間、支援納付金を充当する事業に要する費用について、つなぎとしてこど

も・子育て支援特例公債を発行する。支援納付金はその償還にも充当できる。

• 支援納付金やこども・子育て支援特例公債（仮称）の収入に係る決算剰余金が、支援納付金を充当する経費以外に

使われることのないよう、こども・子育て支援資金（仮称）を設置して分別管理する。

こども・子育て支援特別会計の創設による見える化（２）

給付先行型の枠組み
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こども・子育て支援金制度（１）

• 少子化・人口減少は、我が国の社会・経済全体に大きな影響を及ぼす。逆に、実効性のある少子化対策の推進は、

高齢者を含むすべての国民、企業を含む経済全体にとって、極めて重要な受益となる。今般の政策強化は、「全て

のこども・子育て世帯を切れ目なく支援する」を実現するため、これまでの財源規模では対応できなかった制度化

等を盛り込んでおり、広い範囲の子育て世帯に確かな支援拡充となる。

• すなわち、支援金制度は、少子化対策に受益を有する全世代・全経済主体が、子育て世帯を支える、新しい分かち

合い・連帯の仕組みである。

• 支援金の議論に当たっては、給付と合わせて考えることが重要である。この点、支援金の規模は今後定まるもので

はあるが、その規模を大きく上回る「加速化プラン」が実行される。また、企業とともに、高齢者も含めたすべて

の世代が、さらに歳出改革の努力によって生み出された公費も併せて、子育て世帯を支える仕組みとすることで、

子育て世帯は、拠出を大きく上回る給付を受ける。

• その上で、支援金が個々人にとって過度な影響とならないよう、拠出額は負担能力に応じた仕組みとするなどの設

計が重要である。
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新しい分かち合い・連帯の仕組みの構築

加速化プランによる支援

その他の
世帯

子育て
世帯

国・地方事業主

歳出改革等による実質的な国民負担の軽減効果の範
囲内で、医療の保険料とあわせて支援金を拠出

子育て
世帯

・少子化対策が実効性を持つためには、戦
略方針の基本理念である「社会全体の構
造・意識を変える」ことが必要

・支援金制度を単なる拠出の枠組みとして
ではなく、「新しい分かち合い・連帯の仕
組み」と捉え、子育て世帯を全世代、全経
済主体が支え、応援していくことが重要

こども・子育て支援金制度



こども・子育て支援金制度（２）
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• 支援金制度は、充当対象事業にかかる費用の拠出のため、医療保険者（後期高齢者医療広域連合を含む。以下同じ。）に被保

険者等から保険料とあわせてこども・子育て支援金を徴収していただき、国にこども・子育て支援納付金として納

付することをお願いすることとする。

［医療保険者に支援金の徴収等をお願いする考え方］
＊ 我が国の社会保険制度は、拠出の中心を現役世代が担い、給付の多くを高齢世代が受ける構図となっている中で、急速

な少子化・人口減少に歯止めをかけることは、すべての国民と全経済主体にとって極めて重要な受益を持つのみならず、

医療保険制度を含む社会保険制度の持続可能性を高め、その存立基盤に係る重要な受益。また、医療保険制度に新しい分

かち合い・連帯の仕組みを組み込み、実効性ある少子化対策を実現することは、制度を支える連帯の仕組みをさらに強固

にすることにもつながる。

＊ 医療保険制度は、他の社会保険制度に比べて賦課対象者が広く、支援金制度と同様、全ての世代による分かち合い・連

帯の仕組みである。現役世代も幅広い給付を受けているほか、世代を超えた支え合いの仕組みが組み込まれているととも

に（後期高齢者支援金）、本年創設された出産育児支援金は、後期高齢者が現役世代の出産を支えるもので、医療保険制

度における分かち合い・連帯の枠組みは、特に近年一定の広がりを持っている。

＊ 支援金の充当対象事業を実施することによってこどもの成育環境の改善・整備等が図られることは、心身の健康の維

持・向上にもつながると期待され、このことは各医療保険者にとっても重要。

支援金と医療保険について

（支援納付金と支援金）

納付 納付

被保険者
事業主

医療保険者国

賦課請求

支援納付金 支援金



• 各年度における支援納付金の総額は、充当事業の所要額の変動に対応するため、毎年末の予算編成過程において、

その見込み額を基に、こども家庭庁が支援金を拠出する立場にある関係者等の意見を聴取しつつ、その年度までに

生じた実質的な社会保険負担軽減の効果の範囲内で決定。

• 支援納付金総額に対する医療保険者間での費用負担の分担については、以下のとおり。
＊ 後期高齢者医療制度とその他の医療保険制度：後期高齢者と現役世代の医療保険料負担に応じて按分（現行の出産育児支援金にお

ける按分と同様）

＊ 被用者保険と国民健康保険制度：加入者数に応じて按分（現行の介護納付金、後期高齢者支援金における按分と同様）

＊ 被用者保険間：総報酬に応じて按分（現行の介護納付金、後期高齢者支援金における按分と同様）
※ 支援納付金の医療保険者からの徴収に係る事務については、介護納付金の事務を参考としつつ、国の事務は社会保険診療報酬支払基金において実

施する。

総報酬割

後期高齢者と現役世代の被保険者については、稼得能力に差がある
ため、支払能力に応じて分かち合うという考え方から、医療保険料負
担に応じて按分

※ 後期高齢者医療が現役世代への給付を支援する出産育児支援金制度に
おける按分と同様

①後期高齢者と現役世代の被保険者

国民健康保険と被用者保険については、所得捕捉に違いがあること
も踏まえ、一人当たりで公平に分かち合うという考え方から、加入者
数で按分

※ 介護納付金等における按分と同様

②国民健康保険と被用者保険

被用者保険間については、それぞれの所得の多寡を考慮し、支払能
力に応じて分かち合うという考え方から、総報酬で按分

※ 介護納付金等における按分と同様

③被用者保険者間

支援納付金の徴収
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その他
（現役世代）

健保組合 協会けんぽ 共済組合

後期高齢者

加入者割

保険料負担に応じて按分

こども・子育て支援金制度（３）

こども・子育て支援納付金（総額）

被用者保険国民健康保険



8

• 医療保険者が被保険者から徴収する支援金は、医療保険料の賦課・徴収の方法を踏まえ、各医療保険者の支援納付

金の額に照らし、保険者が設定。注１

• 国民健康保険及び後期高齢者医療制度においては、低所得者に対する応益分支援金の軽減措置（医療保険と同様の

所得階層別の軽減率（７割、５割、２割））、被保険者の支援金額に一定の限度（賦課上限）を設ける措置等を設

けることとし、詳細は現行の医療保険制度に準ずる形で実施。

• 国民健康保険における支援金については、本制度が少子化対策に係るものであることに鑑み、こどもがいる世帯の

金額が増えないよう、18歳に達する日以後の最初の3月31日以前までのこどもに係る支援金の均等割額の10割軽減の

措置を講じる。注２

• 国民健康保険及び後期高齢者医療制度における支援金の賦課に当たっては、負担の公平性の観点から、金融所得を

勘案することについて、引き続き検討を行う。

• 医療保険者への財政支援として、医療保険制度における介護納付金の例を参考に、保険者の支援納付金の納付業務

に係る事務費の国庫負担等、国民健康保険に関する定率負担・補助等の措置を講ずる。注３

注１ 被用者保険については、実務上、国が一律に示すこととする。
注２ 未就学児の５割分は公費負担とし、未就学児の残りの５割分及び６歳以上18歳に達する日以後の最初の3月31日以前のこどもにかかる10割分については、

対象となるこども以外の国民健康保険被保険者の支援金で支えることとする。
注３ 具体的には以下の措置等を講じる方向で検討。
・ 医療保険各法等に基づく医療保険者に対する事務費負担金等について介護納付金の例に倣い支援納付金分を追加計上。
・ 国民健康保険組合に対する国による補助（特定割合の算定対象に支援納付金の納付に要する費用に対する国の補助の割合を追加）。
・ 国民健康保険における、国・都道府県による定率の公費負担について、支援納付金の納付に要する費用を算定対象とする。
・ 都道府県及び市町村が、支援納付金の納付に要する費用に対して補助又は貸付ができることとする。
・ 国民健康保険及び後期高齢者医療制度における財政安定化基金の対象に支援金を含める。
・ 国民健康保険において、支援納付金の納付に要する費用を調整交付金の算定対象とする。
・ 後期高齢者医療制度における広域連合間の財政力の不均衡の調整は、支援納付金の算定時に行うこととする。
・ 後期高齢者医療制度における災害時等の減免分について、調整交付金の交付対象として位置づける。

支援金の徴収

こども・子育て支援金制度（４）
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• 以上の内容に沿って、2024年通常国会への法案提出に向けて、引き続き検討する。

• 支援金制度は、歳出改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減効果を生じさせた範囲内で構築するものであ

り、また、その徴収に当たっては、医療保険者や社会保険診療報酬支払基金等における相当程度の準備作業が必要

であり、後期高齢者医療制度における保険料改定作業等も踏まえる必要がある。

• こうした点を踏まえ、支援金制度は、2026年度から開始して2028年度までに段階的に構築することとする。あわせ

て、法律において、支援金制度は上述の実質的な社会保険負担軽減効果の範囲内で構築することや、2028年度まで

の各年度の支援金総額、歳出改革（全世代型社会保障制度改革）の推進の基本的考え方など、必要な事項を規定す

る。

実施時期等

こども・子育て支援金制度（５）
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